
1　重要な会計方針

　　(１)　資金の範囲について

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

58,000,000 22,000,000 0 80,000,000

7,899,128 937,000 0 8,836,128

65,899,128 22,937,000 0 88,836,128

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

80,000,000 0 (80,000,000) （　　　　　0）

8,836,128 0 （　　　　　0） (8,836,128)

88,836,128 0 (80,000,000) (8,836,128)

取得価格 当期償却額 償却累計額 当期末残高

139,359 8,360 91,869 47,490

183,546 1,835 178,039 5,507

100,734 5,094 95,698 5,036

423,639 15,289 365,606 58,033合　　　　　計

　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期期末残高は、次のとおりである。

科　　　　目

什器備品

椅　　　　　子

応接ソファー

スタンド間仕切り

科　　　目

基本財産

特定資産

退職給付引当資産

合　　　　　計

４　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期期末残高

基本財産

特定資産

退職給付引当資産

合　　　　　計

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

　　　　什器備品の期末残高及び減価償却費の累計額は、定額法により減価償却し、内容は下記「４」に

　　　　記載のとおりである。

2　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　目

財務諸表に対する注記

　　　　　資金の範囲には、現金預金、未収金、仮払金、未払金及び預り金を含めている。

　　(２)　引当金の計上基準について

　　　　退職給付引当金は、職員退職金規程に基づく期末退職給与の要支給額に相当する額を計算し、引当額を

　　　上回る額に達するまで積立を行う。

　　(３)　減価償却費の計上について



補　助　金 一般正味財産

スポーツ振興等 東  京  都 0 58,062,192 58,062,192 0 流動資産

関東ブロック大会派遣費 〃 0 20,152,710 20,152,710 0

国体派遣事業 〃 0 57,537,149 57,537,149 0

国体輸送費 〃 0 2,191,350 2,191,350 0

体協強化費 〃 48,576,000 48,576,000 0

競技力向上戦略策定事業 〃 2,414,000 2,414,000 0

強化用備品整備事業 〃 6,351,000 6,351,000 0

組織整備費 日本体育協会 0 1,449,000 1,449,000 0

認定員養成講習会等 〃 0 454,400 454,400 0

アンチドーピング啓発事業 〃 0 100,000 100,000 0

組織基盤整備 〃 0 1,551,000 1,551,000 0

共催分担金 0

都民体育大会
東  京  都 0 12,900,000 12,900,000 0

都民生涯スポーツ大会 〃 0 9,450,000 9,450,000 0

国体予選会 〃 0 7,290,000 7,290,000 0

競技力向上事業
〃 0 196,707,319 196,707,319 0

ジュニア育成地域推進事業 〃 0 264,307,570 264,307,570 0

ｼﾞｭﾆｱｱｽﾘｰﾄ発掘・育成事業 〃 0 33,536,897 33,536,897 0

委　託　金 0

養成講習会事業 日本体育協会 0 4,706,720 4,706,720 0

日中日韓交流 日本体育協会 0 8,550,560 8,550,560 0

0 736,287,867 736,287,867 0

当期末残高
貸借対照表上

の
記載区分

合　　　　　　　　　計

５　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

補助金等の名称 交　付　者 前期末残高 当期増加額 当期減少額


